
研究会報告書の概要

○法曹養成制度についての問題

研究会では、法務省及び文部科学省のほか、法科大学院の教官・学生、新司法試験の合格・不合格者などからヒアリン

グを行うとともに、法科大学院や新司法試験の現状に関するデータ等を基に、現行制度の現状と課題等について議論。その

結果、法曹養成制度については、現在、例えば、次のような問題が生じており、これを国民の前に明らかにし、国民的な議

論を喚起していく必要があるとの認識で一致。

・ 法科大学院適性試験((独）大学入試センター）の志願者数は、制度が発足した平成15年度は39,350人であったが、
減少傾向にあり、22年度は8,650人と78％減少

・ 法科大学院の入学志願者数は、制度が発足した平成16年度は延べ72,800人であったが、減少傾向にあり、22年度は

延べ24,014人と67％減少

・ 平成22年の司法試験の合格者数は2,133人（うち新司法試験合格者数は2,074人）

・ 新司法試験合格率（合格者数÷受験者数）は、平成18年の48.3％から減少傾向にあり、22年は過去最低の25.4％
・ 法科大学院修了者の累積の新司法試験合格率（合格者数÷修了者数）は、平成22年時点で、17年度修了者(法学既修者

のみ）が69.8％、18年度修了者が49.1％

・ 法科大学院入学者に占める法学部以外の学部出身者の割合は減少傾向にあり、平成22年度は21.1％
・ 新司法試験の合格者に占める法学部以外の学部の出身者の割合は、平成19年以降漸減傾向にあり、22年は19.0％

○ 多様な人材を多数法曹に受け入れる（法科大学院入学者の３割以上）としているが、平成22年（度）の法学部以外の学

部出身者の割合は、法科大学院入学者の21.1％、新司法試験合格者の19.0％

○ 法科大学院修了者の相当程度（例えば約７～８割）が新司法試験に合格するよう努めるとしているが、毎年の合格率

は減少傾向で平成22年は25.4％、また、修了者の累積合格率は17年度修了者(法学既修者のみ）が69.8％、18年度修

了者が49.1％

○ 法曹人口の拡大を目指すとしているが、法曹志願者は大幅に減少。また、司法試験合格者数年間3,000人目標は未達成

（平成22年は2,133人）
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○総務省が行う政策評価の在り方、方法等について
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○ 総務省が政策評価を行うに当たっては、政策の所管府省（法務省及び文部科学省）とは異なる第三

者的立場から、評価専門機関として、全国調査網等を活用して収集した実証データを基に、政策の総

合性を確保するための評価を行うことが重要。

○ その際、制度の「利用者の視点」からの評価が特に必要。例えば、法曹志願者及び法曹利用者の側

からみた法曹養成制度の改革の効果についての評価や、新司法試験不合格者対策等の関係府省等

の取組が不十分とみられる問題などについての評価が必要。

○ 本研究会では、法科大学院の教官・学生、新司法試験の合格者・不合格者など計12人からヒアリン

グを行い、各方面から指摘されている新たな法曹養成制度に関する様々な問題点、課題等を再確認

したところであるが、これらの意見等は限られたものであり、今後、法曹志願者や法曹利用者からも意

見を聴取することが必要。

○ 法務省及び文部科学省のワーキングチームの検討結果で「新たな検討体制（フォーラム）」の構築

が提言され、また、司法修習生に対する給費制の1年間延長のための裁判所法の改正に関する衆議

院法務委員会の決議で、法曹養成制度の在り方全体について速やかに検討を加え、その結果に基

づいて順次必要な措置を講ずることとされており、これらの検討を促すよう、速やかに調査に着手す

るとともに、調査の効率的な実施に努め、できるだけ早期にその成果が出されることを強く期待。



４ 評価方法 （Ｐ27）
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意見募集について

総務省が行う政策評価の参考とするため、総務省ホームページを通じて、本研究会の検討結果（報告

書）について、広く国民の皆様のご意見を募集します。詳細は、総務省ホームページをご覧ください。

※ 総務省ホームページ http://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/38572_1.html

【評価の目的】

新司法試験の合格率が低迷し、政府が掲げた法曹人口の拡大目標が未達成となっているなど、新たな法曹養成制度について様々な

問題点が指摘されていることを踏まえ、法曹人口の拡大及び法曹養成制度の改革に関する政策を対象に、その総合的な推進を図る見

地から、今後の関係府省における政策の見直しに資することを目的として、本政策評価を実施することが適当。

【評価の対象とする政策】

司法制度改革推進計画、法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律等に基づき、関係機関が実施している法曹人口の

拡大及び法曹養成制度の改革に関する政策のうち、法務省及び文部科学省の所掌に係る政策とすることが適当。

なお、司法修習については、最高裁判所が所管するところであるが、法科大学院における教育と司法試験及び司法修習生の修習と

の有機的連携を図るとされていることを踏まえ、その必要とする範囲で調査することが必要。

【評価の観点】

法曹人口の拡大及び法曹養成制度の改革に関する各種施策が、総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から評

価を行い、関係府省等による法曹養成制度の検討に資することが適当。

【評価の方法】

・ ２以上の行政機関の所掌に関係する政策の総合性を確保するための評価を行うため、総合評価方式によることが適当。

・ 評価の手法については、 ①法曹人口の拡大及び法曹養成制度の改革に係る基本理念及び達成目標が、どの程度実現され、どの

ような効果を上げているか、②目標が未達成となっている場合、その原因及び改善方策、今後の取組の重点等について、研究会で

の意見を参考に、更に効果的・効率的なデータの収集・分析等の方法を検討して実施することが必要。

評価の目的、評価対象政策、評価の観点、評価の方法

http://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/38572_1.html�


法科大学院（法曹養成制度）の評価に関する研究会について
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検討経過構成員

開催日 議 事

第１回

５月31日

意見交換
○ 座長・座長代理の選任
○ 研究会の検討事項、検討スケジュール等について

第２回

７月７日

ヒアリング
○ 法務省及び文部科学省の「法曹養成制度に関する検討ワー

キングチーム」の検討結果等について

第３回

８月10日

意見交換
○ 「法曹人口の拡大と法曹養成制度の改革」に関するこれまで

の検討経緯と関係府省における改善方策の実施状況について

第４回

９月10日

意見交換
○ 「法曹人口の拡大と法曹養成制度の改革」に関するこれまで

の検討経緯等について
ヒアリング
○ 大宮法科大学院大学教授・弁護士 久保利英明
○ 伊藤塾塾長・弁護士 伊藤真

第５回

11月２日

ヒアリング
○ 法科大学院在学生
○ 新司法試験合格者等

第６回

11月９日

ヒアリング
（新たな法曹養成制度を経た弁護士等）
○ 日吉由美子弁護士
○ 廣澤努弁護士
○ 小澤裕史金融庁職員
（法科大学院教官）
○ 中央大学法科大学院教授 安念潤司
○ 日本大学法科大学院教授 松村雅生

第７回

12月１日

意見交換
○ 総務省が行う政策評価の在り方、方法等について
○ 研究会の検討結果の取りまとめ案について

第８回

12月14日

意見交換
○ 総務省が行う政策評価の在り方、方法等について
○ 研究会の検討結果の取りまとめ案について

◎：座長、○：座長代理


